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平成 26 年度 研究開発・評価報告書 
評価課題「福島第一原子力発電所の廃止措置に係る技術等の研究開発」 

（事前評価） 
 

日本原子力研究開発機構 
福島研究開発部門 

 
（2015 年 6 月 23 日受理） 

 
独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という）は、「国の研究開発評価

に関する大綱的指針」（平成 20 年 10 月 31 日内閣総理大臣決定）及びこの大綱的指針を受けて

作成された「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成 21 年 2 月 17 日文部科

学大臣決定、）、並びに原子力機構の「研究開発課題評価実施規程」（平成 17 年 10 月 1 日制定、

平成 21 年 8 月 19 日改正）等に基づき、平成 26 年 10 月 7 日に「福島第一原子力発電所の廃止

措置に係る技術等の研究開発」に関する事前評価を福島廃止措置研究開発・評価委員会に諮問し

た。 
これを受けて、福島廃止措置研究開発・評価委員会は、委員会において定められた評価方法に

従い、原子力機構から提出された第 3 期中長期計画期間（平成 27 年 4 月から平成 34 年 3 月）

における研究開発計画に関する説明資料の検討及び各担当者による口頭発表と質疑応答を実施

した。 
本報告書は、福島廃止措置研究開発・評価委員会より提出された事前評価の内容をとりまとめ

たものである。1 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                                                                                                       
本報告書は、福島廃止措置研究開発・評価委員会が「国の研究開発評価に関する大綱的指針」

等に基づき実施した外部評価の結果を取りまとめたものである。

日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 企画調整室 （事務局）

東京事務所 〒 東京都千代田区内幸町 富国生命ビル 階 
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Assessment Report of Research and Development Activities in FY2014 
Activity: “Research and Development of the Technologies for Decommissioning of 

Fukushima Daiichi Nuclear Power Station” (Pre-review Evaluation) 
 

Sector of Fukushima Research and Development 
 

Japan Atomic Energy Agency 
Uchisaiwai-cho, Chiyoda-ku, Tokyo 

（Received June 23, 2015） 
 
Japan Atomic Energy Agency (hereinafter referred to as “JAEA”) consulted an assessment 

committee, “Evaluation Committee of Research and Development Activities for Fukushima 
Decommissioning” (hereinafter referred to as “Committee”) for prior assessment of 
“Research and Development of the Technologies for Decommissioning of Fukushima Daiichi 
Nuclear Power Station” in accordance with “General Guideline for the Evaluation of 
Government Research and Development (R&D) Activities” by Cabinet Office, Government of 
Japan, “Guideline for Evaluation of R&D in Ministry of Education, Culture, Sports, Science 
and Technology” and “Regulation on Conduct for Evaluation of R&D Activities” by JAEA. 

In response to the JAEA’s request, the Committee assessed the R&D activities for the 
period of seven years from April 2015. The Committee evaluated the R&D program based 
on the explanatory documents prepared by JAEA and its oral presentations with 
questions-and-answers by the Director and the research group leaders. 

This report summarizes the results of the assessment by the Committee.2 
 
 
Keywords: Fukushima Daiichi Nuclear Power Station, Decommissioning 

                                                                                                                                                       
This evaluation report presents the result of third-party evaluation conducted based on 

“General Guideline for Evaluation of Government R&D Activities” by Japanese Cabinet 
Office”, etc.  
(Secretariat) Planning and Co-ordination Office, Sector of Fukushima Research and 

Development, Japan Atomic Energy Agency  

　In response to the JAEA’s request, the Committee assessed the R&D activities for the 
period of seven years from April 2015. The Committee evaluated the R&D program based 
on the explanatory documents prepared by JAEA and its oral presentations with questions-
and-answers by the Director and the research group leaders. 
　This report summarizes the results of the assessment by the Committee. 

  This evaluation report presents the results of third-party evaluation conducted based 
on “General Guideline for Evaluation of Government R&D Activities” by Cabinet Office, 
Government of Japan, etc.  
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１．概  要 
  
 
独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という）は、「国の研究開発評価

に関する大綱的指針」（平成 20 年 10 月 31 日内閣総理大臣決定）及びこの大綱的指針を受けて

作成された「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成 21 年 2 月 17 日文部科

学大臣決定）、並びに原子力機構の「研究開発課題評価実施規程」（平成 17 年 10 月 1 日制定、

平成 21 年 8 月 19 日改正）等に基づき、平成 26 年 10 月 7 日に「福島第一原子力発電所の廃止

措置に係る技術等の研究開発」に関する事前評価を福島廃止措置研究開発・評価委員会に諮問し

た。 
これを受けて、福島廃止措置研究開発・評価委員会は、委員会において定められた評価方法に

従い、原子力機構から提出された第 3 期中長期計画期間（平成 27 年 4 月から平成 34 年 3 月）

における研究開発計画に関する説明資料の検討及び各担当者による口頭発表と質疑応答を実施

した。 
その結果、第 3 期中長期計画期間における研究開発課題および研究計画については、国が定め

る「東京電力（株）福島第一原子力発電所 1～4 号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」

との関係を考慮すること等の意見を付して、全ての研究課題について概ね妥当と判断された。そ

の他、原子力機構が廃炉に関する研究開発を進めることで，当該分野全体の底上げにつながるよ

うな、若い人たちの目標となるような研究テーマが出てくることを期待する、などの意見があっ

た。 

- 1 -
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２．福島廃止措置研究開発・評価委員会の構成 
 
本委員会は平成 26 年 6 月 9 日に設置され、以下の 11 名の委員から構成されている。 
 
委員長 岡本 孝司 国立大学法人東京大学大学院工学系研究科原子力専攻

専攻長・教授

井口 哲夫 国立大学法人名古屋大学大学院工学研究科量子工学専攻

教授

石渡 雅幸 日立 ニュークリアー・エナジー株式会社日立事業所

シニアプロジェクトマネージャー

片岡 勲 国立大学法人大阪大学大学院工学研究科機械工学専攻

教授

小崎 完 国立大学法人北海道大学大学院工学研究院

エネルギー環境システム部門 教授

小林 正彦 株式会社東芝電力システム社 原子力事業部

技監

高木 直行 学校法人五島育英会東京都市大学大学院共同原子力専攻

教授

新堀 雄一 国立大学法人東北大学大学院工学研究科量子エネルギー工学専攻

教授

福田 俊彦 原子力損害賠償・廃炉等支援機構

技術グループ 執行役員

三澤 毅 国立大学法人京都大学原子炉実験所

教授

森島 誠 三菱重工業株式会社エネルギー・環境ドメイン

原子力事業部炉心・安全技術部安全技術統括課 主席技師

 
 

日立 GE ニュークリアー・エナジー株式会社日立事業所 

- 2 -
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３．審議経過 
 
 
(1) 第 1 回福島廃止措置研究開発・評価委員会開催：平成 26 年 9 月 16 日 

〇研究開発・評価委員会と原子力機構の評価制度について 
〇委員長の選出（委員互選） 
〇東京電力(株)福島第一原子力発電所事故への原子力機構の取組みについて 
〇評価方法について 

 
(2) 理事長から委員長に対し「福島第一原子力発電所の廃止措置に係る技術等の研究開発」に関

する事前評価について諮問：平成 26 年 10 月 7 日 
 
(3) 第 2 回福島廃止措置研究開発・評価委員会（事前評価）開催：平成 26 年 11 月 26 日 

〇諮問書の確認 
〇事前評価 
・使用済燃料集合体他の長期健全性評価 
・事故進展挙動等の調査 
・格納容器・圧力容器内部調査技術開発 
・燃料デブリの計量管理方策の構築に係る研究開発 
・廃棄物処理・処分に係る研究開発 
・遠隔技術：事業横断的基盤研究 
〇全体討議 

 
(4) 欠席委員への個別説明：平成 26 年 12 月 3 日、8 日 

第 2 回福島廃止措置研究開発・評価委員会の内容について事務局より欠席委員に説明した。 
 
(5) 評価結果（答申書）のまとめ 

上記の審議結果に基づき委員長が評価結果をまとめ、平成 27 年 1 月 30 日に答申した。  
 
 
 
  

東京電力（株）福島第一原子力発電所事故への原子力機構の取組みについて 

- 3 -
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４．評価方法 
  
 
理事長からの諮問に基づき、第 3 期中長期計画へ反映するための事前評価を行った。 

 
4.1 評価方法と評価の観点 
4.1.1 事前評価 

下記の各研究開発課題について、各実施担当者より説明を受け、原子力機構が実施した自

己評価に対し、以下の観点から、研究開発課題及び研究開発計画の妥当性について評価を行

った。 
 
(1)研究開発課題／計画の妥当性 
○研究開発課題の選定の妥当性 
○方向性・目的・目標等の妥当性、研究開発の進め方の妥当性、社会的ニーズとの整合 
○研究資金・人材等の研究開発資源の配分の妥当性 
 
上記については、機構の自己評価内容に対し、「評価欄」にて妥当／修正の評価を行い、「理由

／ご意見等欄」に修正理由、意見を記入し、集計した。 
 
各委員の評価結果を集計したものを基に、研究開発課題毎に審議を行い、各項目について、委

員会としての事前評価結果を取りまとめた。 
なお、出された意見については、各委員の専門的知見からによる意見であり、各委員の所属機

関の意見ではない。 
 
 

研究開発課題／計画の妥当性 

- 4 -
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５．評価結果（答申書） 

平成 年 月 日

独立行政法人日本原子力研究開発機構

理事長 松浦 祥次郎 殿

福島廃止措置研究開発・評価委員会

委員長 岡本 孝司

研究開発課題の事前評価結果について（答申）

平成 年 月 日付貴発「 原機（福企） 」において諮問のありました「福島

第一原子力発電所の廃止措置に係る技術等の研究開発」に関する事前評価を行った結果

を別紙のとおりに答申します。

なお、研究開発課題の事前評価の枠外ではありますが、福島第一原子力発電所の事故

に対する貴機構の取り組み全般に関する、評価委員会の意見についても参考資料として

報告します。

別紙：「福島第一原子力発電所の廃止措置に係る技術等の研究開発」に関する

事前評価

参考資料：「東京電力 株 福島第一原子力発電所事故への日本原子力研究開発

機構の取組みに対する、評価委員会委員からの意見・提言」

以 上

- 5 -
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別紙

「福島第一原子力発電所の廃止措置に係る技術等の研究開発」に関する事前評価
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添付資料

表－１ 福島廃止措置研究開発・評価シート

研究開発課題名：使用済燃料集合体他の長期健全性評価 ···············

表－２ 福島廃止措置研究開発・評価シート

研究開発課題名：事故進展挙動等の調査研究 ·························

表－３ 福島廃止措置研究開発・評価シート

研究開発課題名：格納容器・圧力容器内部調査技術開発 ···············

表－４ 福島廃止措置研究開発・評価シート

研究開発課題名：燃料デブリの計量管理方策の構築に係る研究開発 ·····

表－５ 福島廃止措置研究開発・評価シート

研究開発課題名：廃棄物処理・処分に係る研究開発 ···················

表－６ 福島廃止措置研究開発・評価シート

研究開発課題名：遠隔技術：事業横断的基盤研究 ·····················
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１．評価の概要について

福島廃止措置研究開発・評価委員会（以下「評価委員会」という。）は、日本原子

力研究開発機構（以下、「機構」という。）が実施する福島第一原子力発電所１～４号

機の廃止措置に関する技術等の研究開発課題（他部門で評価される研究開発課題及び

受託・補助金による研究課題を除く）を対象とし、機構理事長からの諮問（平成

年 月 日 原機（福企） ）に基づき、事前評価を実施した。

２．評価方法と評価の観点

機構が実施する各研究課題の自己評価に対し、以下の観点から、研究開発課題／計

画の妥当性について評価を実施した。

研究開発課題／計画の妥当性

○研究開発課題の選定の妥当性

○方向性・目的・目標等の妥当性、研究開発の進め方の妥当性、社会的ニーズとの

整合

○研究資金・人材等の研究開発資源の配分の妥当性

評価は以下の方法で行った。

まず、機構の自己評価内容に対し、各委員がそれぞれ上記の観点から評価を行い、

その結果について評価シートの「評価欄」にて妥当／修正のいずれかを記載すると

ともに、「理由／ご意見等欄」にその理由や意見を記入したものを集約した。

次に各委員の評価結果を集約したものを基に、研究開発課題毎に審議を行い、

研究開発課題／計画の妥当性について、委員会としての評価結果をとりまとめた。

なお、出された意見については、各委員の専門的知見からによる意見であり、各

委員の所属機関の見解ではない。

３．研究開発課題の評価

３．１．使用済燃料集合体他の長期健全性評価

３．１．１ 研究課題の概要

機構からの説明は以下の通りであった。

①構造材料の腐食進展評価および腐食モデルの検討

燃料集合体およびプール等の循環注水冷却系材料 ステンレス鋼 炭素鋼 ジルカ

ロイ等 の腐食進展を評価する。腐食試験においては放射線、海水成分、すき間、

溶接部等の影響評価を行う。水質分析 溶出イオン濃度等 と皮膜分析

を行い、機構論的な腐食モデルを検討する。
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本研究開発は、腐食進展に及ぼす放射線、海水成分、がれき成分、すき間等の影

響評価を行い、ステンレス鋼、炭素鋼の機構論的な腐食モデルを提案することを目

標とする。

本研究開発の成果は、燃料集合体および燃料プール等の循環注水冷却系材料の長

期使用に対する健全性の確認に反映する。

研究開発期間は平成 年度から平成 年度の か年を計画している。

②腐食抑制対策 防錆剤等 の検討

放射線照射環境においても適用可能な腐食抑制対策 防錆剤等 の検討を行い、循

環注水冷却系材料 ステンレス鋼 炭素鋼等 の腐食抑制対策を提案する。

本研究開発は、放射線照射環境において適用可能な腐食抑制策を立案・検証する

ことを目標とする。

本研究開発の成果は、循環注水冷却系機器の長期健全性保持のための腐食抑制策

立案に反映する。

本研究開発の期間は平成 年度から平成 年度の か年を計画している。

③放射線照射環境における腐食評価手法の構築

温度 成分濃度をパラメータとした、海水成分含有水の放射線分解（ラジオリ

シス）解析コードを整備する。得られた機構論的な腐食モデルから、数値シミュレ

ーションによる腐食評価手法を提案する。

本研究開発は、海水成分含有水の放射線分解（ラジオリシス）解析コードを整備

する。数値シミュレーションによる腐食評価手法を提案することを目標とする。

本研究開発の成果は、実測が困難な部位における構造材料の腐食評価に反映する。

本研究開発の期間は、平成 年度から平成 年度の か年を計画している。

３．１．２ 事前評価結果

（表－１福島廃止措置研究開発・評価シート 研究開発課題名：使用済燃料集合体他

の長期健全性評価 参照）

１ 研究開発課題／計画の妥当性

研究開発課題／計画に対し、評価委員会は、２．（１）研究開発課題／計画の妥

当性の観点から、以下の点を一部修正する必要があるが、概ね妥当であると判断し

た。

○ の利点を生かし、かつ 廃止措置研究開発として、福島がターゲットにな

っていることを認識して、１ 現場にどう対応していくか見直すこと。

○平成 年度まで続く計画となっているが、中長期ロードマップに基づく研究開
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発やデブリ取り出しまでの開発スケジュールと整合するよう、当初３年目まで着

実に実施し、その後計画を見直しすること。

○中長期ロードマップに基づく研究との関係が見えにくく、実施項目の重複が懸念

される。これらの実施項目との関係を考慮すること。

なお、その他の意見の主なものは以下の通りである。

○構造材の腐食についての基盤研究は継続的に進めるべき研究テーマである。一方、

福島への適用を考えると、少し目標と実施内容がずれている感は否めない。例え

ば、廃棄物処理等と絡めた超長期（～ 年）健全性等も考えては如何か。

○防錆剤の検討では、廃液の処理・処分の観点での検討を明確にし、さらに処理処

分分野の研究部門と密な情報交換を行うなどした上で進めてほしい。

○計算コード開発は平成 年度までのγ線照射実験の終了又はその完了前から開

始すべきと考える。

○使用済燃料の長期健全性評価及び循環ループの腐食等に研究については国際廃

炉研究開発機構（ ）研究で実施されていると考えており、現在の提案内容で

は 以外で他の研究を進める必要性は判断できない。

○腐食は現在進行中の問題であり、最終年度（平成 年度）に腐食進展評価を行

うという計画は遅すぎるように考える。進展評価は手法開発と並行して行い、新

しい知見が得られたらすぐに現場に適用するようにすべきと考える。

○もう少し期間を圧縮できた方が良い。

○開発課題や計画の設定は妥当なものである。ただ、すべてを網羅的に取り上げて

いるので、 としての重点的、革新的な開発目標がやや希薄に感じられる。

３．２．事故進展挙動等の調査

３．２．１ 研究課題の概要

機構からの説明は以下の通りであった。

①事故時熱水力挙動評価手法開発

解析モデル、手法の改良・構築と事故時熱流動挙動を対象とした試験による検証

データの取得により、炉心損傷時を含む、シビアアクシデント（ ）時の熱流動挙

動を評価できる解析手法を開発する。

本研究開発は、炉心損傷時の熱流動挙動を評価できる解析手法を構築し、 解

析コードによる炉内状況評価の高度化に資することを目標とする。

本研究開発の成果は、平成 年度までに手法を構築し、炉内状況評価のための

基礎データ・基本モデルを提供するとともに、平成 年度以降は、モデル／コー

ドの継続的な評価を行うとともに、構造材・圧力容器挙動評価と連携し、 解析
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コード高度化のための基礎知見を提供する。

本研究開発の期間は、平成 年度から平成 年度の か年を計画している。

②事故時の燃料損傷及び溶融評価

解析手法の改良・構築により、燃料等の溶融・損傷や溶融物質の移行挙動を評価

できる解析手法を開発する。破損燃料等からの放射性物質放出挙動評価精度向上の

ため、照射済燃料等を用いた放射性物質放出試験を行い、放出速度データを拡充す

る。データを解析し、破損燃料等からの放射性物質放出モデルを高度化する。

本研究開発は、破損燃料からの放射性物質放出挙動について、雰囲気、燃料組成、

燃料溶融の影響を評価できるモデルを開発することを目標とする。

本研究開発の成果は、平成 年までに試験や評価を終え、 解析コードによる

炉内状況把握結果の裏付けやコード高度化に反映する。

本研究開発の期間は、平成 年度から平成 年度の か年を計画している。

③構造材・圧力容器挙動評価

既往データがない事故条件（高温下）での材料変形・破損試験により、データベ

ースを拡充する。また、データベースの組み込み、解析評価モデルの改良を行い、

変形・破損挙動評価の精度を向上する。

本研究開発は、 時の材料損傷等の予測手法を構築し、圧力容器破損位置、モ

ードを評価することを目標とする。

本研究開発の成果は、平成 年度までに、構築した手法により種々のシナリオ

に対する破損モードを評価し、炉内状況評価のための基礎データとして提供する。

また、平成 年度以降は、事故時の燃料損傷及び溶融評価と連携し、損傷部から

の燃料等の移行挙動について評価を行い、 解析コード高度化のための基礎知見

に資する。

本研究開発の期間は、平成 年度から平成 年度の か年を計画している。

④放射性物質化学挙動評価

解析コード高度化を通じた放射性物質の炉内分布や性状評価精度向上のため、

照射済燃料を用いた炉内での放射性物質移行再現実験や化学反応基礎実験を行い、

化学挙動データを拡充する。また、計算化学手法によりデータ解析を行い、 の

炉内への化学吸着挙動や炉内移行における化学挙動を評価し、モデルを構築または

高度化する。

本研究開発は、 時の炉内各所における放射性物質化学挙動に関するデータベ

ースを構築して放射性物質移行モデルを高度化することを目標とする。

本研究開発の成果は、平成 年度までに の炉内分布や配管等への付着性状予
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測を行い、初号機の燃料デブリ取り出し準備のための基礎データとして提供する。

また、平成 年度以降は、デブリ取出し結果等の炉内状況観察・分析結果に基づ

く検証により、モデル／コードの継続的改良や、デコミ廃棄物放射能インベントリ

ー評価のための基礎知見として資する。

本研究開発の期間は、平成 年度から平成 年度の か年を計画している。

３．２．２ 事前評価結果

（表－２福島廃止措置研究開発・評価シート 研究開発課題名：事故進展挙動等の調

査研究 参照）

１ 研究開発課題／計画の妥当性

研究開発課題／計画に対し、評価委員会は、２．（１）研究開発課題／計画の妥

当性の観点から、以下の点を一部修正する必要があるが、概ね妥当であると判断し

た。

○福島のデブリ予測という観点では細かい課題をいろいろとやりすぎている。順番

の入れ替え、福島第一原子力発電所（ ）現場に直結したテーマを優先するなど、

適宜、研究開発スケジュールの見直しを行って進めること。

○中長期ロードマップに基づく研究との関係が見えにくい。これらとの関係を考慮

すること。

なお、その他の意見の主なものは以下の通りである。

○コード開発は重要だが、 Ｆへの反映を考えると今の内容よりも実験によるデー

タ取得に力を注ぐべき。

○ の計画では、平成 ～ 年度までの長期に亘っているが、 内部調査が

始まると、解析による推定結果が後から出ても意味がないと思われ、開発の意義

について、再確認が必要。

○試験データ、開発成果が公開されるなら、将来の 等の検証にも活用できる

可能性があるので、成果の公開、共有が適切に行われるよう配慮をお願いしたい。

○基盤研究としての計画はそれなりに考えられている。しかし、福島として考えた

時におかしなものが多い。例えば、最初にボイド率データが必要なのか不明。初

期の水流動状況はデブリ移行に影響しない。つまり①事故時熱水力挙動評価手法

開発は福島以外でやることを考えても良いと思われる。それから、③高温データ

は 大洗でかなりのデータがとられている。同じ 内で情報交換してほし

い。

○研究内容としては、炉内状況把握を進める上で役立つといえる。 で実施し

ている事故解析コードの高度化による炉内状況把握は、 年度末に成果をま
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とめようとしていることから、この研究成果の情報を適宜、 の研究に提供

するように、スケジュールを考慮すべき。

○「精度向上」という言葉は判りやすいような説明であるが、定量的ではない。何

が問題で、何をどれくらい精度を上げれば良いかをもう少し明確にすべきと考え

る。

○放射性物質化学挙動は廃止措置時に特に重要となるので、良い成果を出してほし

い。

○ は過酷事故解析な熱流動解析の高い解析能力を持っているのでそれを更に

発展させ、この技術課題の解決を図る計画は妥当である。ただ、コードの検証は

福島の状況に即した、現実的な実験データの収集が必要であると考える。

○ の強みを活かした研究開発である。なお、②事故時の燃料損傷及び溶融評

価について、事故時の燃料損傷および溶融評価について、 解析手法の妥当性

を確認する必要がある。また、放射性物質試験から得る放出速度については、放

出速度の定義自体も検討が必要になると考える。一方、④放射性物質化学挙動評

価では、特に多くの知見が得られることが期待される。

３．３．格納容器・圧力容器内部調査技術開発

３．３．１ 研究課題の概要

機構からの説明は以下の通りであった。

①内部観察・レーザーモニタリング技術の開発

炉内の状況、放射線強度、燃料デブリの存在及びその性状（がれき、燃料、燃料・

がれき混合体）等を遠隔・その場で迅速に把握するために、耐放射線性光ファイバ

ー技術を共通的技術基盤とした、光ファイバースコープによる内部視認プローブ、

ルビーシンチレータ等による局所放射線プローブ及びレーザーモニタリング技術

としてレーザー誘起発光分光法（ 等による元素組成分析プローブを開発する。

また、レーザーモニタリング技術については、より高感度化、高分解能化を図って

同位体識別能力を向上させ、炉内状況調査のみならず、廃棄物の迅速分別、核燃料

物質の簡易計量管理、燃料取り出し後の残存核燃物質評価等、廃炉に不可欠な遠隔

分析ツールとして確立する。

本研究開発は、炉内状況を想定し、線量率 ～ 、累積線量 あるい

はそれ以上の高線量下、かつ、狭隘、気中・水中又は高湿度環境下において、

程度の遠方から可視化映像による観察、線量評価及び溶融デブリ等の定量的な組成

分析が同時に実施可能な技術を開発することを目標とする。

本研究開発の成果は、 廃止措置計画で実施している格納容器内部調査及び圧

力容器内部調査に有効な手法として提案し、廃止措置に反映させる。また、デブリ
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や廃棄体の処理処分を安全にかつ迅速に分析・分類する遠隔プローブとして活用す

る。

本研究開発の期間は、平成 年度から平成 年度の か年を計画している。前

半 か年で内部調査技術提案を行い、その後の か年で広範囲な廃止措置への適用

を行う計画である。

②元素識別方法の構築

レーザー分光により、炉内の燃料デブリ分布状況や大量のデブリを高精度で迅速

かつ簡易に分析・評価知するためには、得られた分光結果を評価するための基礎分

光データが不可欠である。そこで、炉内構造物質、核燃料物質、 核種等の多種

多様の元素及びその混合物及び様々な化学性状を有した模擬デブリ等による基礎

分光データを取得する。取得したデータを活用して、定量的な元素識別、組成分析

法を開発し、デブリの迅速な組成評価の実現を目指す。また、核燃料物質や 等

の同位体評価に必要となるスペクトルデータを拡充し、評価に不可欠なデータベー

スを整備するとともに、分析評価方法を確立し、廃炉に不可欠な遠隔分析基盤技術

を形成する。

本研究開発は、レーザー分光による元素分析技術を開発するため、分光スペクト

ルデータを取得するとともに、これらを用いて定量評価が可能な手法を提供するこ

と、及び元素組成に加えて、核燃料物質等の主たる同位体の分析も含む高精度な迅

速・直接・その場分析定量評価の実現に不可欠な精密分光データを取得し分光分析

手法を確立することを目標とする。

本研究開発の成果は、レーザーモニタリング技術において不可欠な基礎データを

提供するとともに、分析評価手法の確立に資する。また、レーザーモニタリング技

術による 廃止措置に向けた基盤技術（廃棄物処理における核燃・構造材の迅速

分別、溶融デブリ組成評価、計量管理を含む核燃料物質の計測技術の応用研究等）

の確立に不可欠な手法、分光基礎データを提供する。

本研究開発の期間は、平成 年度から平成 年度の か年を計画している。前

半 か年で内部調査技術提案を行い、その後の か年で広範囲な廃止措置への適用

を行う計画である。

３．３．２ 事前評価結果

（表－３福島廃止措置研究開発・評価シート 研究開発課題名：格納容器・圧力容器

内部調査技術開発 参照）

１ 研究開発課題／計画の妥当性

研究開発課題／計画に対し、評価委員会は、２．（１）研究開発課題／計画の妥

当性の観点から、以下の点を一部修正する必要があるが、概ね妥当であると判断し
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た。

○ 現場とのリンクを考えて、順番の入れ替え、 現場に直結したテーマを優先

するなど、適宜、研究開発スケジュールの見直しを行って進めること。

○中長期ロードマップに基づく研究との関係が見えにくい。これらとの関係を考慮

すること。

なお、その他の意見の主なものは以下の通りである。

○チャレンジングな研究開発項目であり、成功を期待するが、その場観察における

定量性やパターン認識性の達成目標についてももう少し段階（年次）的に明確な

設定をしていただけると良い。

○興味深く、又、非常に有益な研究開発と思う。今後の成果に期待する。

○少量の の多元素系で有効な計量分析ができるか。また、サンプル調達とタイ

ムスケジュールは か。

○内部観察技術の開発にあたっては、適用できる格納容器ペネトレーションやその

サイズ制限等、初期段階でニーズと制限等のインターフェースを取ることが重要

と考える。

○基盤研究としては有効な方法である。核燃料のデータベースは他にも役立つ。た

だし、福島を考えると、工程見直しを含めて検討されたし。適用できないと厳し

い。

○高線量下、 で、視認、分析できる技術についてはニーズが高い。

○早めにフィージビリティの評論ができるようにし、 の実プロジェクトへタ

イムリーに応用できるようにすべきである。そのために、東電、メーカーとのコ

ミュニケーションを図るべきである。

○現場的には燃料の有無を簡易に確認したい。

○１ 廃炉の現場を良く把握し、実際に適用できることを具体的に見据えた研究計

画とするよう工夫が必要。

○内部観察の技術はデブリ取り出しのためにも非常に重要であるので、その分野だ

けでも先行して開発を進めて、福島でテストすべきと考える。

○元素識別は最終的にはサンプルを取ってきて分析すべきもので、サンプルを取っ

てくるメカニカルな手法も並行して開発すべきと考える。

○デブリ取り出し時に特に有益な研究と考える。

○耐放射線光ファイバー技術の開発は非常に興味深く妥当な計画である。ただ、そ

の実現は容易ではないことも十分に認識して、日本のもつ高い光技術を結集して

基礎的な研究から積み上げていく姿勢が必要と考える。

○①内部監察・レーダーモニタリング技術の開発では、目標が具体的であり、大き
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な成果が期待される。

○②元素識別方法の構築では、本手法の への適用における課題（たとえば、精

度など）を整理する必要がある。

３．４．デブリ計量管理技術開発

３．４．１ 研究課題の概要

機構からの説明は以下の通りであった。

①燃料デブリ中の核物質量の評価・測定技術の開発

炉から取り出し容器に収納した燃料デブリ中の核物質量を測定または評価する

技術を開発する。

本研究開発は、廃炉工程を阻害しないで、容器に収納した燃料デブリ中の核物質

量を確定する技術を開発することを目標とする。

本研究開発の成果は、初号機の燃料デブリ取り出し準備のために平成 年頃か

ら開始する計量管理システムに反映する。

本研究開発の期間は、平成 年度から平成 年度の か年を計画している。

②合理的な計量管理方法の検討

事故、チェルノブイリ事故などの類似の炉心燃料損傷事故における核物質

計量管理の例を調査すると共に、炉から取り出した燃料デブリの保管、貯蔵、輸送、

核物質防護、国際約束に基づく核物質量の国際原子力機関への申告、 の保障

措置などの核物質の管理に必要な情報を調査、検討し、これらを基に合理的な計量

管理手法を開発する。

本研究開発は、取り出した燃料デブリを核物質して適切に管理するために必要と

なる核物質量に関する情報を提供できる手法を開発することを目標とする。

本研究開発の成果は、初号機の燃料デブリ取り出し準備のために平成 年頃か

ら開始する計量管理システムに反映する。

本研究開発の期間は、平成 年度から平成 年度の か年を計画している。

③核燃料物質の分布状況の調査

核物質の分布状況を調査し計量管理対象物質を確認する。（他のプロジェクトの

実施結果等を利用して行う）

本研究開発は、核燃料物質として計量管理を実施する対象物を確定することを目

標とする。

本研究開発の成果は、初号機の燃料デブリ取り出し準備のために平成 年頃か

ら開始する計量管理システムに反映する。

本研究開発の期間は、平成 年度から平成 年度の か年を計画している。
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３．４．２ 事前評価結果

（表－４福島廃止措置研究開発・評価シート 研究開発課題名：燃料デブリの計量管

理方策の構築に係る研究開発 参照）

１ 研究開発課題／計画の妥当性

研究開発課題／計画に対し、評価委員会は、２．（１）研究開発課題／計画の妥

当性の観点から、以下の点を一部修正する必要があるが、概ね妥当であると判断し

た。

○説明が定性的であり分かりにくい。

○達成目標、項目の関係、絞込みプロセス、年次計画等を具体的に明確にすること。

なお、その他の意見の主なものは以下の通りである。

○デブリの直接処分がオプションとして考えられることから、核物質量以外の収納

量も把握できる技術の開発を期待する。

○不要な開発をなくすためにも、デブリの計量管理の戦略を先に明確にできないか。

○基礎基盤研究として重要。かつ国際的にも基盤として役立つ文科省のテリトリー

である。

○燃料デブリ取り出しにおいて計量管理は重要な課題である。

○できるだけ合理的に管理できるような開発を進めてほしい。

○実プロジェクトの装置開発も含めたスケジュール管理をすべきである。

○今後とも、１ 廃炉の現場を良く把握し、実際に適用できることを具体的に見据

えた研究計画とするよう留意が必要。

○現在での問題点（精度）がわからないので、この研究がどのくらい難しいのか（又

は易しいのか）わからない。少なくとも目標をもう少し明確にすべきと考える。

○デブリの性状や臨界管理でホウ酸を使用した場合の影響など不確定な事項が多

いため、最適な計測方法が資料に明記できなかったものと理解した。

○困難な課題を解決しようとする計画は妥当と考える。ただ、福島の場合には計量

管理手法をどのように高度化してもかなりの不確定性は残るので、そうした不確

定性を含めた新しくかつ合理的な計量管理手法を開発し、 の保証措置査察

において、福島の特殊性を理解いただく必要があると考える。

○デブリの不均一性について、先行事例との共通点と違いを整理し、核物質量の測

定技術・評価手法の開発を進めることに期待する。
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３．５．廃棄物処理・処分に係る研究開発

３．５．１ 研究課題の概要

機構からの説明は以下の通りであった。

①安全評価の信頼性向上に係る開発

福島第一原子力発電所から発生する廃棄物中に共存する可能性のある物質等に

よる影響を含めた様々な処分環境条件下を模擬し、各種金属の腐食速度データや、

多様な人工バリア材等への核種の収脱着に関するデータ等、安全評価インプットデ

ータを取得、整備する。併せて、廃棄物のソースタームモデルや共存物質等の影響

評価モデル等の安全評価個別現象モデル開発を進めるとともに、性能評価上の差異

を表現できる安全評価解析コードを開発する。さらに、産廃等で実績がある水面埋

立方式を低濃度で多量ながれき類への適用を想定し、海底土や汚染水等の利用を考

慮した処分概念の技術的成立性及び安全性の確認を行う。

本研究開発は、安全評価個別現象モデルの整備、安全評価解析コードの整備、安

全評価インプットデータの整備、水面埋立方式の技術的成立性の提示を目標とする。

本研究開発の成果は、信頼性の高い安全評価モデル、信頼性の高い安全解析コー

ドを提供するとともに、適宜 で実施している検討にデータを提供する。また、

代替処分概念の提案に資する。

本研究開発の期間は、平成 年度から平成 年度の か年を計画している。

②人工バリア材の高度化開発

処分の安全評価上、被ばく線量に寄与する上位の重要核種を主な対象に、処分施

設からの移動を遅延させることが可能なよう、セメント系材料に核種の高収着性材

料を添加・改良するなどした高収着バリア材料の開発を行う。また、長期の岩盤変

位への追従性と、様々な処分環境条件下での耐腐食性を併せ持った超長期の寿命を

達成可能な処分容器の開発を行い、その適用条件を整理する。

本研究開発は、高収着バリア材の提示、超長期寿命処分容器の提示を目標とする。

本研究開発の成果は、開発した材料を導入した高度化処理・処分システムの提案

に資する。

本研究開発の期間は、平成 年度から平成 年度の か年を計画している。

③廃棄体性能の高度化開発

処分の安全評価上、被ばく線量に寄与する上位の重要核種を主な対象に、廃棄体

からの溶出を遅延させることが可能な固型化材や添加剤等の開発を行う。開発した

固型化材や添加剤等については様々な処分環境条件下での核種溶出データを取

得・整備する。また、含まれる可能性がある有害物質の処分施設からの大量溶出に
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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